
書式第 12号 (法第 28条関係

令和3年度  事 業 報 告 書
(令和3年4月 1日 から令和4年 3月 31日 まで)

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人

東京都セキュリティ促進協力会
1.事業の成果
コロナ感染拡大の影響が有ったが、概ね計画通 りに活動できた。
2.事業実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係わる事業
早 円

定款に記載さ
れた事業名

実施 日時  実施場所 従事者人
数

事業内容 支出額
受益対象者の範
囲及び人数

協力事業
活地 心まちづくり 0円

令和3年 11月 警視庁職員35名

令和3年 4月 301,620円東京都民

令和4年 3月

令和3年 4月 55,444,153円

令和4年 3月

令和4年 3月

和3年 4月

令和4年 3月

会員会社令和3年 4月  中央監視 公立・私立学校   19,717,742円

校110番 修理・工事受託 1公立・私立施設   31,309,090円

書 l fI「決議

東京都内 会員

令和3年 7月

和3年 5月

議会に参両

5社

東京都民

警視庁丸 会員
の内庁舎 15社5名

東セ協事 会員
務局で審 調査員
査会 3回
実施

【学校110番保守点検受託事
業】
2,524校の学校に設置された
「学校110番非常通報装置」の
点検 (年2回、4回 )を含めた
保守業務

【学校110番中央監視センター
受託事業】
中央監視センターのセンター
マシンに入力された他府県施
設分及び郵便局の監視業務

「警視庁防犯実務者研修」
講師派遣

東京都内 会員5社に 東京都内
2,583校  業務委託 2,583校
小学校      ′lヽ学校
中学校  人員   中学校
幼稚園  1,675名  幼稚園
保育園      保育園
児童館      児童館

事業】
学校110番システム設置先の修
理・移設を含む工事業務

【東京防犯優良マンション・
駐車場登録制度事業】
(公財)東京防犯協会連合会よ
り受諾した、当制度の規定に
よる防犯調査、及び防犯審査

センター 11社に業務 2,189校

1委託   |(郵 便局990局 )
|     .の設置者

京都 7ヽ 只

2社

東京防犯優良
賃貸住宅認定
制度事業

アパー ト等の賃貸住宅は防犯
性能が脆弱であることから、
賃貸住宅の防犯性能向上で、
警視庁、東京都の推奨を頂き
安心安全な東京の実現を目指
す

令和3年 4月  新規契約 会員会社
～    鉦

令和4年 3月

・賃貸住宅 (0物
件)
・居住者
・防犯関係者

170,610円



定款に記載さ
れた事業名

事者人 受益対象者の範
数   囲及び人数事業内容 実施 日時 え||||,1
従

実施場所

断事業`巳

2名 都 内

239,800円区 民

令和3年 3月

月

「

中央区内

令和2年 4月 都内

lκ

62名    中央区民 557,600円

36,960円

区 課 1舌

31ヶ 所

lヶ 所

14ヶ 所係・防犯ア ドバイザー派遣

主催 :中央区 総務部 危機管
理課 危機管理係
・防犯アドバイザー派遣

・一般都民より委託された
建物の防犯相談・診断を行 う

一
■
日本回

107,777,575円

専
=ぞ
q=義 彗

1.総 fI3 月 東セの

強会員の増活動 、 ■
― |ル

7名 東セ 只 291,255円

937,200円

総合計   109,006,030円

令和4年 3月

2.広報・渉外
委員会活動

・東セ協会報誌の発行
・ 「家庭と防犯」広告掲載

和8年 4月 束セ

会議 1ヽ他
令和4年 3月

定款に記載さ

れた事業名
活動予定日

時
活動内容 支出額活動数   活動対象者

東セ協会員
都民
自治体
関連団体

8名

エ
ー
一〓
ロ〈口

1,228,455円



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和3年度活動計算書 (その他事業が全登場合 )

事 業 報 告 用

特定非営利活動去人東京都セキュリティ促進協力会

ll

2 038 000

正会員受取会費
贅助会員受取会費

1,738,000
300,000

0受取寄附金
施設等受入評価益

2 受取寄

受取補助金

学校 110番受託事業収益
防犯優良マンション・賃貸住宅受託等調査審査受託事業収益
防犯相談診断講師派遣料

25,775,722
186,120
168,810

26.130.652

受取利息
雑収入

570

300 3.8703

5 その他の収

139,806

1.228.455

B

1

1

紙

用

理

1

11 871 493

l 735 261 8 961 791

1 739

(2)その

1肖

0

10,204,657
0

66,853
1,599,983

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費
法定福利費

522,656
326,889
546,543

4,75t,216
307, ?54
247,652
523,820

旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

(2)その
会議費

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費
ホームページ維持費
公

A B 6.110.783

C

D

C D当

1′5年度損益修正益
|■ |

日

災害損失
過年度損益修正損

77

+

+

民 及 び

正

|,i「 期

人

28 172 5

“

マ  著ヽ1  青十
経 常 番 用

:,■■ 1

1,ID88,649

ri F十 1 228.

|



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和3年度貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 東京都セキュリティ促進協力会

円
小計・合計

資 産 の 部

91 801 418

418 008

現金預金

貯蔵品 (切手、「 11紙 )

未収金

棚卸資産

65,154,608
43,082

20,277,460
5,9()8,260

固定資産

(1)有形固定資産
車両運搬具

什器備品

225,179
0

225,179

ソフ トウェア

商標権
ホームページ制作費

(2) 形 固

72,067
115,2()0

2,300,000
(3)投資その他の資産
家賃保証金

2.300,000

2

2.712 446

【A】 資 産 合 計 ①+② 94.513.864

の

2

+

1

259 264

B-1

未払金

未払法人税

未払消費税

長期借入金
退職給付引当金

17.392,776

17.392.776

71,980,005
B-2 の

ユ剛 正

正 5,141,083
77.121.088

94.513.864

15,267,812
969,700
896,000

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和3年度財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人東京都セキュリティ促進協力会

科

の

65,lp7,690

20,277,460
20,277,460

5,908,260

418 00841 008前払 用 (

学校 110番 事業大収全

5,9(:)8,260

141

64.947
65

43

167

489

952

082

棚卸資産
非常通報装置

夏
ti籍訥
編訂(切手、._
朱収金

万資産合計 … くD 91.801.418
コ定資産

什器備品

(1)有形固定資産
車両運搬具

225,179      225,179

0 |

′い`無形固
=資

産Z`′

`:、
ゥェ.    _ソフ
を鷹権‐―ジ制作費ホー ●.

|

187,2671

2,300,000
2,300,000

の

0

家賃保証金
敷全

3

A

]苔 産 合 計 ② , 71, 446

94.513.864

負 債 の 部
流動負債

未払r・ 110番事業未払金

鏃倉___
預乃金
徴収税

259,264

17. 133,512

250,264

14,723,480
544,332
969,70r

896,000

〕負債合計 引(9 17.392.776
]定負債

長期借入金

退職給付引当全

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 17.392.776

77.121.038

長期貸付全
一〇

【A】 資 産 合 計 ①+②

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】

)__額_|_小__奎土__絵



書式第 18号 (法第 28条関係 )

(前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

1 確認事項 (法第 20条及び第 2可 条を確認の上、チェックを入れてください。)

Z以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
Z各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

氏    名

前事業年度内の

就任期間

報酬 を受けた期間

(該 当者のみに記入)

1

″~ヽ

t輩ナ監事
ゴトウシゲミ 1

後藤 しげみ
「

令和2

令和3

年 4月 1日

年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

2 〇 監 亨

マサモ トタケシ

政本 猛

令和2

令和3

年 4月

年  3 月31

日

日

年  月  日

年  月  日

3 ⊂議監事
サクライケンジ

櫻井 兼二 
「

令和2

令和3

年 4月 1日

午 3月 31日

年  月  日

年  月  日

オダカヒロシ

小高 浩

令和2

令和3

年 4月 1日

年 3月 31日

年1   月   日

年  月  日

Э

シマムライチロウ 令和2

令和3

年 4月

年 3月 31

日

日

年  月  日

年   月   日

セザフトモ

瀬澤外茂

令和2

令和3

年 4月 1日

年  3 月31 日

生F   月   日

年:   月   日

7

アオキハジメ

豊三+ .
目 /1｀
~

令和2 年

令和3 年

4 月  1  日

3 月31 日

年   月 日

日年 月

8 監 事

タニグチヨシカ

谷口喜一

令和2

令和3

年 4月 1日

年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

テルイコウヘイ

照井康平

令和2

令和3

■1 4 月  1 日

年 3月 31日

年・ 月   日

年 月 口

10
⌒

t邑ラ)監事
トリイコウヘイ

鳥井公一

令和2

令和3

■1 4 月  1  日

年 3月 31日

■:   月   日

年=   月   日

事 業 報 告 用

令和3年度年間役員名簿

特定非営利活動法人東京都セキュリティ促進協力会

(フ リガナ )

|

41(妻義監事

|

|〇
監事

島村一郎

⌒

(翌ブ・監事

○
監事

⌒

t彗)監事

|



書式第 18号 (法第 28条関係 )

(前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

セ
=LI

〈
バ

2 役員一覧

事 業 報 告 用

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
Z各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

役 名
どちらかに○

(フ リガナ )

氏    名

前事業年度内の

就任期間

報酬 を受けた期間

(該 当者のみに記入)

11 監事

ツカグチ トシヒコ 令和2年4 月 1日

令和3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日塚口敏彦

12
c)監
事
ノナカケンジ 令和2年4 月 1日

令和3年 3月 31日

年  月  日

年 月 日野中健治

13 c)幹事
フタガ ミナオ ヒロ

二上 直弘

令和2年4 月1日

令和3年 3月 31日

年 月

月

日

日年

14
ミヤケイサオ

二宅勇雄

令和2年4 月 1日

令和3年 3月 31日

年  月  日

年 月 日

15 監事
カナイツ トム

金井 務

令和2年4 月 1日

令和3年 3月 31日

年   月    日

年  月  日

16 監事

タカオヒロユキ 令和2年4 月 l日

令和3年 3月 31日

年  月  日

年・ 月   日

17 監 事

ナンポヨシコ 令和2年4 月 1日

令和3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日南保好子

18

G〉監事
ベップマサカズ 令和2年4 月 1日

令和3年 3月 31日

年   月   日

年  月  日

19
⌒

(等 )監事
クリオカマサ ヨシ 令和2年4 月1日

令和3年 3月 31日

年 月

月

曰

日年栗岡正剛

20 監 事

フジイケイタ

藤井慶太

令和2年4 月1日

令和3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

令和3年度年間役員名簿

∈)監事

高尾祐之

別府正和



書式第 18号 (法第 28条関係 )

年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

法人 京都セキュリティ促進協力会

2 役員一覧

事 業 報 告 用

1 確認事項 (法第20条及び第21条 を確認の上、チェックを入れてください。)

Z以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
Z各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬 を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏    名

」

ヤジマバイスケ

矢嶋大助

令和2年 4 月 1日

令和3年 3月 31日

年 月

月

日

日年

2

⌒
理事業
=ヲ

キハラシンイチ

木原進一

令和2年4 月1日

令和3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

3

⌒

理事乗
=ヲ

-<=vYt1a

真庭拓

令和2年 4 月1日

令和3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

4 理事・監事
年  月  日

■:   月   日

年   月   日

今1   月   日

5 理事・監事

年 月

月

日

口年

6 理事・監事
年 月

月

日

日年

年 月

月

日

日年

`

理事・監事

年   月    日

年  月  日 年  月  日

年   月  日

年  月  日 年  月  日

9 理事・監事
年  月  日

年=   月   日

年  月  日

,二   月   日

10 理事・監事
年  月  日

年  月  日

年  月  日

年:   月   日

⌒

(翌舅)監事

|

|

年  月  日 |

^´      |

年  月  日
|

¬二  月   日

|

|

8 1理事・監事
|

|

年  月  日

|



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

特定非営利活動法人東京都セキュリティ促進協力会

氏    名

1

関東警報機株式会社
た、F
却 又 :

政本猛

株式会社武蔵野ロックセ
ンター

代表取締役
櫻井兼二

3

株式会社セキュリティハ

ウス

代表取締役
照井康平

4

ヒビキセキュリティ
株式会社
代表取締役
高尾祐之
株式会社 ツー ロックホー

ム

代表取締役

後藤しげみ

6

株式会社やぐち

代表取締役

谷口喜一

7

株式会社新生電気商会
代表取締役
鳥井公一

8

株式会社スパックエキス

プレス

代表取締役社長
三宅勇雄
株式会社 日本 ロックサー

ビス

代表取締役
二上直弘

10

株式会社ライフネット

代表取締役社長
青木一

11

株式会社カナイ

代表取締役
金井務

12

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

2

5

9


